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1.地域と災害情報 

 

災害時においても、また日常における防

災や災害対策においても、情報は不可欠で

重要なものであることは今さら言うまでも

ない。近年、災害に関する情報の改善や多種

多様なメディアの展開がめまぐるしい。 

このような動きは災害情報の環境が整備

され、良い方向に向かっているようにも思

われている。しかし、昨今の実際の災害を振

り返ってみると、的確な情報の収集・発表や

その対応が必ずしも十分ではなかったり、

人々の情報ニーズが充たされていないとい

った問題がしばしば起こっている。 

地域の防災力を高めていく上での大きな

課題の一つとして、災害情報に関するこの

ような問題の背景や要因を明らかにするこ

とや、これらの問題を解決するための指針

や方策を検討していくことがあるだろう。 

 

 

2、マス・メディアと地域情報―マス・メデ

ィアへの依存と期待― 

まずは、災害情報の収集・伝達に用いるメ

ディアの特性から考えていこうと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害情報の有効な手段として多くの人々が

最初に頭に浮かべるものは、やはりマス・メ

ディアであろう。その中でも特に速報性と

不特定多数の人々へ同時に伝える面で長け

ているテレビ・ラジオといった放送メディ

アへの依存と期待は、現在も大きいものが

ある。 

災害情報の有効な手段として放送メディ

アが重要視されるようになった一つの契機

は、昭和 39(1964)年の「新潟地震」と思わ

れる。当時のラジオの普及率を見ると、従来

の固定型よりも持ち運びが容易なトランジ

スターラジオの占める割合がはるかに大き

くなっていた。そして、携帯可能で停電でも

使用できるというトランジスターラジオは

災害時の情報収集に打って付けのものとな

っていた。このような特性に加え、「新潟地

震」では放送局側もそれまでの慣例にとら

われることなく、個人単位の安否情報をは

じめとする被災者向けの生活情報を数多く

伝え、被災者向けの情報伝達を重点的に実

施したことが、災害時におけるラジオの有

効性をさらに高めることとなった。このこ

とを裏づけするように、当時新潟大学や警

察などが実施した新潟市の住民を対象にし
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たアンケート調査でも「情報入手の方法で

最も有効だったもの」として、「トランジス

ターラジオ」を回答した人が最も多く 7 割

以上を占めたのである。さらに、この地震で

は、新潟市などの被災地で人々の問に大き

な混乱が生じていなかった。この理由につ

いて、「新潟地震」を大正 12(1923)年の「関

東大震災」と対照的に捉え、「新潟地震」は

ラジオの情報によって人々の不安を緩和し、

混乱発生を防いだと評価する傾向が見られ

たのである。 

これらの経験が、災害時において放送メ

ディアは不可欠で重要なものという認識を

浸透させ、やがて、「災害時にはテレビ・ラ

ジオから正確な情報を」というようなフレ

ーズが広まっていくことになった。しかし

一方で、このような傾向が「テレビ・ラジオ

があれば災害時の情報の問題は解決する」

という見方を一般住民だけでなく行政や公

共機関などに植えつけた。こういったイメ

ージの浸透は、災害時における地域の情報

対策にも影響を及ぼし、災害情報に関して

「テレビ・ラジオは万能」というような正し

くないイメージを根付かせる要因にもなっ

たようだ。 

 

 

3.メディアの得意・不得意 

 

災害に関する情報の対策において念頭に

置かなければならないことは、メディアに

も「得意・不得意がある」ということである。 

マス・メディアを考えてみると、マス・メ

ディアの情報は、対象となる地域が全国・都

道府県といった広いもので、情報の受け手

となる人の数も多い。一方、情報の送り手と

なる放送局や新聞社は、人員・機材などの状

態や時間の制約などによって収集・伝達で

きる内容や情報の扱い方が変わってくる。

災害時は日常に比べて多種多様な情報ニー

ズが生じるものの、情報の送り手の側は、そ

の期待に応えようとしても全ての情報ニー

ズを充たすことが難しく、限界が生じてし

まう。そして、情報の送り手の側は、限られ

た人員・機材を有効に活かすため、取材は、

どうしても情報収集が容易な場所・事柄が

対象になりやすく、取り上げる内容も関心

や注目度の高いものになる。そのため、マ

ス・メディアの報道は、一般的な内容や特定

の対象・地域に偏るものが多い傾向にある。 

例えば、電気・ガス・水道といったライフ

ラインや交通機関の復旧情報や、役場や公

共機関の対応などの情報は、一般的な情報

のためマス・メディアも扱いやすい。一方、

食料や衣料などの物資の供給、給水車の手

配といった地域の詳細な生活情報は、市区

町村よりも小さい町・丁・避難所単位で求め

られる情報である上に、いつ頃にどの地域

にどれだけのものが到着するのかが分から

ないといった不確定な要素が多いものであ

る。そのため、特に被災地域が広範囲に及ぶ

場合には、ここまで細かい生活情報をマス・

メディアが担うことが難しくなる。また、仮

にマス・メディアが数多くの町・丁・避難所

単位の生活情報を伝えたとしても、情報の

受け手である住民側は一日中テレビ・ラジ

オを見聞きすることは難しく、自分自身に

関わる情報がいつ放送されるかがわからな

いために、必要な情報に接触することが思

ったほど簡単ではないのである。 
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つまり、マス・メディアは、地域の詳細な

情報を扱うことが、あまり得意ではないと

いうことである。なお、マス・メディアの中

でも、それぞれの媒体によって、その評価が

さらに分かれることがある。例えば、被災後

の生活情報を得る有効な手段については、

最近の地震でも、テレビ・ラジオよりも新聞

を挙げる割合が大きいという傾向がある。

特に被害規模の大きい地域では、かたづけ

などの作業により、テレビ・ラジオを長時間

にわたって集中して見聞きすることが難し

くなる。また、見逃したり聞き逃した情報を

確認することも容易ではない。そのため、一

過性の強いテレビ・ラジオの情報よりも、そ

れぞれの都合や各自のペースで読むことが

できて確認もしやすく、持ち運びや保存が

容易な新聞などの文書メディアの情報に利

便性があると評価する人が少なくないので

ある。原初的なメディアとしてとらえられ

る新聞も、災害時には有効なメディアとし

て注目されているのである。 

このように、マス・メディアにはそれぞれ

に長所・短所があり、扱う情報に得意・不得

意な分野がある。そして、これらのことを日

常から理解しておくことが、災害時の情報

の対応として求められている。 

 

 

4.地域メディアとインターネットの得意・

不得意 

 

次に、地域メディアを見ていく。地域の住

民を対象とした代表的なメディアとして、

同時通報用無線放送(同報無線=防災無線)

などがある。同報無線等の長所は、市区町村

などの自治体や公共機関が地域の住民に直

接、そして同時に情報を伝えることができ

る点である。ただし、戸別受信機ではなく屋

外拡声器による情報は、屋内にいた場合な

どは聞こえにくいことが、エコーや残響な

どによる影響を考えて、放送の際にアナウ

ンスについてもある程度のゆっくりとした

話し方が必要となっている。 

また、地域メディアとして近年注目され

ているものとしてコミュニティFM放送があ

る。コミュニティ FM 放送は、都道府県やそ

れ以上の区域を対象として割り当てていた

従来の FM 放送に加えて、平成 4(1992)年に

制度化されて狭い地域を対象としたFM放送

で、市区町村やそれよりも小さい区域を対

象とした放送を可能としたものである。コ

ミュニティ FM 放送は、従来のラジオに比べ

て、編成や対応の柔軟性や伝達内容の自由

さが顕著であるといえるものの、一般の放

送メディアに比べて人員や機材などの数が

少なく、情報処理のシステムの規模も大き

くないため、情報収集や放送内容にも制約

があり、必ずしも地域の情報ニーズに応え

られない点もある。 

なお、コミュニティ FM 放送には、同報無

線には不向きな情報を扱いやすいという点

もある。同報無線は情報の送り手が自治体

等であるため事務的な連絡をする上での問

題は少ないが、店舗の開店状況やサービス

などの民間や個人の告知を伝えることは、

その性格上から難しい点がある。一方、コミ

ュニティ FM は、店舗や民間の話も扱いやす

い上に、アナウンスを担当するのはアナウ

ンサーやパーソナリティといった話術に長

けた人が多いので、受け手である一般の
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人々にもわかりやすい情報伝達が可能とな

る。 

では、インターネットはどうなのであろ

うか。近年の災害でも WEB によって情報を

発信・収集する例が多く、インターネットは

災害時の情報メディアとしても大きな役割

を果たすようになった。また、インターネッ

トによる情報は、個人単位で容易に世界に

発信できることから、広報紙やチラシのよ

うに人的な面だけでなく費用的な面でも利

活用しやすいものである。さらに、新聞等と

同じく各自のペースで情報を確認できたり、

テレビなどと同じく動画や写真・図などを

掲載できるため明確性にも優れている。し

かしながら、インターネットは、災害時にお

ける被災地域の人々の接触率がそれほど高

くはないという傾向があり、さらに、災害が

発生すると様々で多種多彩な WEB サイトか

ら情報が発信されるようになるために、情

報量が多すぎて消化しきれなくなることや、

対応するソフトウェアがないために処理が

不十分になるなどの問題も生じている。そ

して、大量の情報から必要な情報を探すこ

とが見出しなどから術鰍的に判断できる新

聞などに比べて難しいことや、未確認情報

や責任の所在が明らかでない情報なども少

なくないという問題もある。 

このように、地域メディアやインターネ

ットなどの新しいメディアにも得意・不得

意があり、まだまだ扱う上での課題も残さ

れている。 

 

 

 

 

5.防災情報と地域防災力の課題 

 

地域において、情報に関する防災力を高

めていく上で考えなければならない点は、

次のようなことになるだろう。 

まず、利活用できるメディアを把握して

おくことである。利活用できるメディアは、

地域によって、人員、設備、予算等により差

がある。利活用できるメディアと方法を把

握した上で、それぞれの地域で可能な災害

時の有効な情報の処理手段を検討する必要

がある。 

次に、利活用できるメディアを把握した

上で、それぞれの得意・不得意を理解するこ

とである。これまで述べてきたように、メデ

ィアには長所・短所、得意・不得意がある。

情報の内容やその特性を念頭において、使

用するメディアの短所や不得意な点を補い、

長所や得意な点が生かせる形での情報への

対応を考えなければならないだろう。 

そして、マス・メディアとの連携である。

災害時には被災地域の自治体や公共機関に

マス・メディアの取材が相次いで混乱する

などのマイナス面の評価もあるが、住民の

接触率や被災地外に向けての情報発信等を

考えた場合、地域とマス・メディァとの連

携・協力は欠かせない。自治体や地域の公共

機関は、その地域から災害情報を発信する

ことが円滑に進むように、報道各社との交

流や連携を積極的に進めるなどの姿勢をと

ることも必要ではないだろうか。 

加えて、地域住民やボランティアとの連

携が挙げられる。災害時には自治体や公共

施設も被害が生じ、自治体等の職員も被災

者となる。災害時の情報収集・処理を念頭に



 

- 48 - 
 

おいて地域の住民・ボランティアに協力を

求めることやそのための体制を作ることも

忘れてはならない。 

さらに、災害情報の取捨選択・再整理の方

法を具体化していくことも必要である。 

災害から時間が経つにつれて、マス・メデ

ィアからインターネットに至るまで、公式・

非公式また確認済み・未確認の情報が様々

な形で多数入ってくることにより情報の処

理が難しくなるため、それぞれの地域や住

民ニーズに応じた情報の整理が求められる。

これらの情報を有効に活用するためには、

情報ボランティアとでもいうべき災害情報

の処理に特化したボランティアを募ったり

住民に協力を求めることも重要な課題では

ないだろうか。 

防災力の強化というと、新しいものを取

り入れることや新しいシステムを構築する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ようなイメージが、まず頭に浮かぶかもし

れない。しかし、新しいもの、最先端のもの

を全て備えることは、昨今の諸事情から見

ても難しい面が多い。 

地域の防災力を高める上で一番重要なこ

とは、その地域の力を正しく把握した上で、

「できること・できないことは何か」を認識

し、その地域の身の丈にあう、効果的な防

災・災害対策を実現させることである。 

本稿で述べてきた災害情報についての問

題はその一端であったり、または断片的な

ものかもしれない。しかし、ここで挙げた課

題について地域ごとに確認し、検証を進め

ていくことが、まずは情報に関する地域の

防災力を高めていくための一歩になるので

はないだろうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


